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令和６年８月１９日 

総務産業常任委員会 

委員長 田村 大治郎 様  

 

総務産業常任委員  吉津 弘之   

 

 

総務産業常任委員会行政視察報告書 

 

下記の日程で行政視察を実施しましたので、別紙のとおり報告します。 

 

記 

 

1. 視察期日及び視察先 

令和６年７月 31日（水）  

NPO法人空き家再生プロジェクト「空き家再生プロジェクトについて」 

      ８月１日（木） 

香川大学「潮の流れを利用した豊かな海の再生について」 

香川県「Setouchi-i-Base（オープンイノベーション施設）について」 

      ８月２日（金） 

香川県高松市「『スマートシティたかまつ』の取組について」 

 

2. 視察参加者名簿 

委員長   田村 大治郎 

副委員長  松岡 秀樹 

委員    吉津 弘之 

委員    有田 茂 

委員    早川 文乃 

委員    西村 良一 

委員    田中 千秋 

             以上７名 

 

 

3. 視察報告・所感 別紙 
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(別紙) 

視察先 NPO法人空き家再生プロジェクト（広島県尾道市） 

視察日時 令和６年７月 31日 13：00～14：40 

視察項目 空き家再生プロジェクトについて 

対応部署名 NPO法人空き家再生プロジェクト 

視察先概要 

面  積 284.88㎢ 人 口 127,124人 

世  帯  数 64,280世帯  
尾道市 HPより（R6.6.30現在） 

概要は法人 HPより 

 

瀬戸内海のおだやかな海と山々に囲まれたまち、尾道市。尾道固有の

まち並みや建物はそこで営まれてきた暮らしの歴史であり文化です。そ

の中でも特にユニークな環境をもつ山手地区は現在、空洞化と高齢化が

進み、空き家が数多く存在しています。その中には建築的価値が高いも

の、個性的なもの、景観が優れているもの等、さまざまな魅力をもった

建物も含まれていますが、残念ながら住人を失った家々の傷みは年々加

速しています。NPO 法人空き家再生プロジェクトは、それらの空き家

を再生し、新たな活用を模索されており、ほかにはない、尾道らしいま

ちづくりの展開を目指して活動をされています。 

 

視察内容 

 

・尾道市の歴史的・地形的背景と空き家増加に至る経緯について 

  坂のまちの尾道らしい風景が広がっている 

  10軒に 1軒ぐらいが空き家になる状況 

・空き家バンクを 1990年代から始める（尾道市） 

  ネット社会ではないので紙媒体が中心 

  当時物件は自分で歩いて探す 

  6～7割がお寺の土地、所有者に聞いて歩く 

同世代の仲間が Uターンで再会、集まる 

・「ガウディハウス」との出会い 

  探していたような家ではなかったが、面白い建物、凝った作り、機能性・装飾性、

匠の技が詰め込まれている 

  石段でしか行けない、一輪車も通らない 

  解体費用が高い、接道要件を満たしておらず解体したら土地の使い道がない 

  2007年に個人的に買い取り改装し、その状況をブログで公開したところ反響 

・尾道の平安時代の歴史が積み重なる街並みを特徴だと捉え、大事に次世代にバトンタ

ッチすることが尾道らしいまちづくりとして団体設立（2007年） 

【5つの柱】 
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≪空き家 × 建築  abandoned house × architecture≫ 

尾道建築の面白さや失われつつある職人技などをより多くの人に。 

≪空き家 × 環境  abandoned house × environment≫ 

不要な家財道具のリユース・リサイクル、廃材や古道具の再利用。 

≪空き家 × コミュニティ abandoned house × community≫ 

世代間の交流やイベント企画など新しいコミュニティづくり。 

≪空き家 × 観光 abandoned house × tourism≫ 

山手のそぞろ歩きや路地裏探検をもっと面白くしていけるモノへ再生。 

≪空き家 × アート abandoned house × art≫ 

アーティストインレジデンス（芸術家の滞在制作）を浸透させるべく、長期滞在可能

な場と制作・発表の場として活用。 

 

 2008年NPO法人格を取得 

・イベント開催 

 「尾道空き家談議」「空き家再生チャリティイベント」「蚤の市」「尾道建築塾」他 

・尾道市との協働 

2009年 10月より、NPO法人尾道空き家再生プロジェクトが尾道市と協動で新たに

「尾道市空き家バンク」をスタート 

民間がやることで土日祝日夜間も対応できるようになり時代に合う 

無料の空き家相談会 建築士、不動産屋が月一回開催 

尾道市が空き家再生、移住、片付けの補助金を整備 

・石段、狭い道が多いため運搬は全て手作業 「土嚢の会」が活躍 

・若い移住者が増え子どもが多いことから公園が少ないことに気付き、近隣の空き地に

自分たちで公園作り 

「空き地再生ピクニック」というイベントを仕立てて作業に参加、炊き出し、バー

ベキュー 

・アーティストインレジデンス尾道「AIR Onomichi2011」 

  尾道大学美術講師を中心に国内外からアーティストを招聘 

・再生物件 

  移住者に軽トラ貸し出しや片付けの手伝いを行う 

  月平均 10組が空き家を探す 

  移住者の年齢層 20～30歳代が多い 

  コロナ後はリーモートワークでの移住、外国人が増える 

 

・課題 

  大型の空き家（病院、アパート等）の再生 

  移住したいが若い人がやりたいと思うような仕事があるか 

  温泉なく観光消費額が少ない 滞在型を目指す 
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  文化財級の空き家、戦火を免れていて寺社仏閣等守るべき建築物が多い 

  市は古い空き家の管理をしたくない。貴重な古民家を議会で解体を議決したが差し

止めて買い取った 

 

・変化・効果等 

上手におしゃれにリノベーション、良い循環ができる 

観光客、空き家、古民家再生を見ながらそぞろ歩く 

島でも空き家再生が始まっている 

  物件再生に多くの支援やボランティアを受けて、尾道の共有財産を一緒に再生・活

用していこうという機運が高められた 

  若い職人、担い手の育成につながった 

  20年の活動の中でいい家族がたくさん移住し、町内会が若返るところもある。わざ

わざ不便なところに移住されるような志のある人なので地域の活動にも取組む。尾

道の文化度を上げてくれるような移住者が多くありがたい 

 

・現地見学物件 

松翠園、ガウディハウス（旧和泉家別邸）、北村洋品店、三軒家アパートメント 

   

所  感 

 

 瀬戸内海のおだやかな海と山々に囲まれた街、 尾道固有の町並みや建物は歴史であり

文化で、その中でも特にユニークな環境をもつ山手地区は現在、空洞化と高齢化が進

み、空き家が数多く存在している。その中には建築的価値が高いもの、不思議で個性的

なもの、景観が優れているもの等さまざまな魅力をもったものも含まれており、残念な

がら住人を失った家々の傷みは年々加速しており、尾道空き家再生プロジェクトではそ

れらの空き家を再生し、新たな活用を模索している。これから人口減少社会に入り、団

塊の世代が健康寿命を越えてくるので、それに伴い空き家が大量発生してくると思われ

る。勿論、個人の所有物であるのでしっかりと管理していかなければならないが、その

限界に達しているのが今の空き家の現状であると思う。空き家対策は自治体で重要な施

策になっており、金額の差はあると思うが施策は似たようなものになっている。空き家

対策に決定打はないと思われるので、抜本的な施策が求められているのではないかと思

う。基本的に個人資産であり、個人が自らの責任において管理、処分を行うのが基本で

あり、決して誰しも好き好んでその現状を生み出しているわけではないと思われるが、

そうなる前での処置ができる条例や体制、地域でのサポートや管理体制の構築も重要に

なってくると思う。また国や県を巻き込んでの空き家対策の見直しも必要になってくる

と思う。本市においても空き家が数多くみられ自治会においても悩みの種となってい

る。しっかりと取り組んでいかなければならないと感じた。 
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(別紙) 

視察先 香川大学創造工学部 

視察日時 令和６年８月１日 ９：00～12：00 

視察項目 潮の流れを利用した豊かな海の再生について 

対応部署名 香川大学創造工学部 学部長 末永慶寛教授 

視察先概要 

 

香川大学は６学部７研究科を擁し、現在、約 5,600 名の学部学生と約

800名の大学院生等が学んでいます。香川大学の歴史は、1949年に高松

経済専門学校を母体にした経済学部と、香川師範学校および香川青年師

範学校を母体にした教育学部の２学部を有する国立大学として設立され

たことに始まります。その後、1955 年に農学部、1981 年に法学部、

1987 年に工学部が設置され、さらに、1980 年創立の香川医科大学と

2003 年に統合して新香川大学が誕生しました。そして国立大学法人法

の制定に伴い 2004 年に国立大学法人香川大学となり、現在に至ってい

ます。 

 地域の知の拠点として産業界や自治体、地域コミュニティと協働し、

様々な背景を持つ研究者の「つながり・結合」により、未体験の価値を

創出し、強靭で幸福感に溢れた地域社会の構築に貢献する人材の育成と

研究を推進しています。 

【理念】 

世界水準の教育研究活動により、創造的で人間性豊かな専門職業人・

研究者を養成し、地域社会をリードするとともに共生社会の実現に貢献

する。 

 

視察内容 

 

自然エネルギー（潮流）を利用した藻場造成構造物の開発とブルーカーボンへの貢献 

 

藻場の機能、役割 

・水質の浄化 

・生物多様性の維持 

・海岸線の保全（波浪の抑制と底質の安定） 

・ブルーカーボン 

藻場・干潟の機能低下や減少による水産資源の減少 

 香川県では干潟 70％、藻場 30％の消滅により漁獲量 1985年 46万トンから 2005年

20万トン 

藻場造成構造物の工夫 

 屋根部と突起部を容易に取り外すことができ、簡単に母藻移植ができる 

 突起部を他の構造物へ移設可能 
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瀬戸内海には浮泥が多く構造物の細かい穴に付着すると藻が生育しないため構造物の

形状に工夫がある 

水理実験 

 実験室で構造物と潮の流れの模型を使い流動制御機能の検証実験 

藻場造成構造物の効果 

構造物に海藻が繁茂し、稚魚の餌になる甲殻類が生息し餌場になる。海藻が海の林に

なることで小さな魚の隠れ場になる。窒素、炭素を吸収し水の浄化に効果がある 

1基あたり年間 50kgの CO2固定能力 

漁礁の評価 

 キジハタの生態を AIを使って管理、どの程度帰ってくるか。発信機（ピンガー）を

入れて観察。バイオロギング 

 構造物による波のエネルギーの吸収効果を検証 

 瀬戸内海でパッケージ化されたものを他の海域でも実験する事が必要 

 海藻による水温上昇の抑制について検証 

共創の場形成支援プログラム 

・藻場を創生しやすい環境の特定 

・魚類のゆりかご整備 

・カーボンニュートラルの実現 

・生簀の改良 

・魚類の生態解析 AIバイオロギング 

・海上の安定した電力源 

・サーキュラーエコノミー 

サーキュラーエコノミー、骨を焼成することでセシウム、ストロンチウム、ヒ素、カ

ドミウム等の吸着剤として利用できる。さび止め、循環型社会の形成を香川県漁連と

展開 

 

漁業を核とした新しい産業の創出を目指す 

海洋人材の育成を念頭 

 

今後について 

孵化した後のメカニズムが分かればもっと個体数は増える 

光の量を測る、水深 10mでも藻場ができるか検証、判定 10年後 

高校生とウニの駆除、うどんだしを食べさせて再利用する実験を計画 

魚の骨由来の粉は防錆剤として利用可能 

海洋科学の未来とレジリエンスサイエンスシンポジウム～みんなで“せとうち”の未来

を考えよう～https://www.kagawa-u.ac.jp/32010/ 

 

現地視察 

 高松市庵治（あじ）町鎌野地先海域 
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所  感 

 

 海のゆりかごとして海辺の一部であった藻場であるが、経済成長と共に行われた沿岸

開発や、磯焼け現象等により藻場の減少が続いている。この藻場減少、特に磯焼けの影

響は全国的に見られ、山口県や本市においても例外ではなく多くの藻場が消失してい

る。藻場消失により、水質浄化・生物多様性の維持・海岸線の保全等の機能が失われて

いる。この藻場は漁場として、水産業に大きな恩恵をもたらすばかりでなく、富栄養化

物質・二酸化炭素の固定などにも大きく貢献している。香川大学では藻場造成構造物を

設計して海域に沈設後の藻場造成機能を調査しており、構造物で自然エネルギーである

潮の流れを上手く制御し、海藻の胞子や魚類の餌となる小型生物の着生を促進する機能

を有し、沿岸海域での藻場造成に貢献している。また CO₂吸収源としてブルーカーボン

に注目が集まっており、陸域における炭素の吸収量が年間約 19 億 tに対し、海域では年

間約 25億 tの炭素が吸収されている。このように藻場の持つ機能は、地球温暖化抑制に

も大きく貢献するものと考えられる。豊かな海を取り戻すには藻場がないと始まらない

と思う。先ずは藻場の再生、そしてカーボンクレジットの活用など本市においても可能

性は広がってくると思う。この藻場再生から今危機的な状況にあるといえる地球温暖化

問題・気候変動問題の解決や水産資源回復など可能性を感じさせるものになると考え

る。本市においても積極的に取り組んでいかなければならないと感じた。 

 

 

(別紙) 

視察先 香川県 

視察日時 令和６年８月１日 14：00～15：30 

視察項目 Setouchi-i-Base（オープンイノベーション拠点施設）について 

対応部署名 香川県デジタル戦略課 

視察先概要 

 

～人が集い、学び、交わり、共創する、オープンイノベーション拠点～ 

【Setouchi】（県内はもとより、県外からも多くの人や企業を呼び込む

広域拠点）【i】（Information and Communication Technology(情報通

信技術)で Innovation(技術革新)）【Base】（拠点としての価値向上） 

香川県は、県外に流出している人の流れに歯止めをかけ、人口の社会

増につなげるため、若者に魅力のある情報通信関連産業の育成・誘致に

取り組み、若者の働く場の創出による県経済の活性化を目指して、新た

にオープンイノベーション拠点「Setouchi-i-Base」を整備しました。情

報通信関連分野の人材を育成する講座を実施するとともに、活動・交流

の場として、コワーキングスペースや 3D プリンター等を共同利用でき

る創作工房、5G 通信を利用できる環境を提供しています。さらには、

生み出されたアイデアを起業や第二創業、既存企業の競争力強化につな
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げられるよう、専任のコーディネーターによる各種相談対応や伴走支援

などを実施し、若者に魅力のある働く場の創出に取り組んでいます。 

 

視察内容 

 

開設 4年目（2020年 11月開設） 

 利用者数 32,154人（開設から） 

 個人会員数 148名 

 法人会員数 28社 

 イベント開催件数 357件 

イベント参加者数 41,773名（オンライン含む） 

コーディネーターへの相談件数 1,359件 

フリーランスとして活動を開始した施設利用者数 37名 

起業件数 26件 

県内企業などへの就業者数 37名 

 

香川県の課題 

 若者の流出、香川県に戻ってこない 

 希望する企業・仕事がない 

 若者が魅力を感じる働く場の確保が必要 

起業、第 2創業、新規事業の創出 

新しい事業が生まれることによって新しい雇用が生まれる 

デジタルスキルを活かした企業への就職 

 情報通信技術の利活用による競争力強化を目指す 

 

3つの活動の柱 

コンセプト：人が集い、学び、交わり、共創するオープンイノベーション拠点 

1人材育成 アントレプレナーシップ（起業家マインド）を養う 

 開発人材（きっかけ作り、本年度からプロ向けも）、DX人材（経営者・決定権持つ

人を意識した講座）、クリエイティブ人材（在宅で働く人を養成） 

2活動交流の場の提供 作業スペース、イベント開催・実証実験 

 コワーキング、ラーニングスペース、創作工房等 

 会員制一般 8,000円、学生 2,000円（学生は 2回/月来れば割安） 

 起業したばかり、ネットワークを築きたい企業が利用 

3ビジネスマッチング支援 様々なプログラムを通して一つのコミュニティになる 

  コーディネーター現在 10名、週 1～3日で勤務 

  経験者としてアドバイス 

  中小企業診断士 2名 

  コーディネーターの 2つの機能 
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・アクセラレーター機能（イノベーション創出に向けた相談対応） 

  ・コミュニケーター機能（地域内外との有機的なネットワーク構築）遠方のコーデ

ィネーターが施設利用者に還元、全国へ。積極的な情報発信。 

 

プログラム（起業創業支援） 

 イントラプレナー養成講座（いかにお金を稼げるか具体的な学び） 

 香川デジタルイノベーションチャレンジ 

 ビジネスプランコンテストをより具体的に、販促支援をプラグラムに入れどうやって

売るのかを考えるプログラムを導入 

体験からビジネスプランを作り、事業成長まで一気通貫の成長支援が起業家向けのプ

ログラム 

香川県イノベーション推進事業 

 データ分析チャット GPT活用人材養成講座 組織改革向け 

デジタルの力を活用して組織スラック（企業の余裕資源）を作り会社内で新しい事業

を生み出す 

人材交流 

 交流の機会創出 

 1イベントで交流を促す 

 2交流スペースを提供する（ネットワーク） 

 3コーディネーターがアクセスポイントとして人と人との中間に位置する 

 会員が入れるネットワークスペースを用意、フリーランスと相性良い、告知等 

会員同士接点が持てるようなコミュニケーションの場、プログラムごとにチャンネル

を用意 

 誰かが介在しないと集まることや情報収集が難しい、コーディネーターが機能 

 身近な先輩コーディネーターを中心に交流が生まれる 

法人会員だけで参加するイベント企画でビジネスマッチングを行う 

 地場企業との接点づくりは課題、協業・共創に対して前のめりな企業少ない 

 中小規模の企業との接点づくりに苦労あり 

 

現地視察 

 Setouchi-ｉ-Base、e-とぴあ・かがわ、かがわ DXラボ 

 

所  感 

 

香川県では、情報通信関連産業の育成・誘致事業に取り組んでいるが、その背景とし

て、若者の転出超過数が拡大している中、学生にアンケートを取ったところ、働きたい

と思うような企業や仕事が増えれば県内に就職したいという声が多く、若者が魅力を感

じる働く場の確保が香川県には不可欠だと考えた。都市圏に転出された方が多く就業し

ている、GDPの成長率や給与水準が高い情報通信関連産業を有望な産業分野と位置づ
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け、情報通信関連産業の育成や誘致に向けたオープンイノベーション拠点「Setouchi-i-

Base」を 2020年 11月に開設した。「Setouchi-i-Base」では、コワーキング・コラー

ニングスペースなどを設け、5G通信環境を整備している。起業や第二創業、新規事業の

創出デジタルスキルを活かした企業への就職、既存企業における情報通信関連の業務拡

充や、情報通信技術の利活用による競争力強化を目標に掲げ、人材育成、活動・交流の

場の提供、ビジネスマッチング支援という 3つの軸で施策を行っている。ここには 9名

のコーディネーターが在籍し、皆様の活動や交流をサポートしていて、課題解決に向け

た相談対応や技術的指導、支援機関の紹介、起業･フリーランス･新規事業の伴走やマッ

チング支援に取り組んでおり、2020年 11月にオープンして以来、総利用者数は 2023

年 8月末時点で延べ 32,154人となり、37名の方がフリーランスとして活動を開始、起

業件数は 26件、県内企業などへの就職者数は 37名に達している。尾道でもそうだった

が専門性を持ったコーディネーター存在がおおきく、この 9名のコーディネーターがこ

こを支えている。コーディネーターがコーディネーターを、人が人を呼んでくる好循環

になっており大変参考になった。社会課題の中には、人と人がつながることが解決の糸

口になったり、街のにぎわいにつながったり、地域の人材育成だったり、多様な人が出

会う「場」や「機会」をつくることが改めて重要だと感じた。 

 

 

(別紙) 

視察先 香川県高松市 

視察日時 令和６年８月２日 ９：30～11：00 

視察項目 『スマートシティたかまつ』の取組について 

対応部署名 高松市総務局 デジタル推進部 デジタル戦略課 

視察先概要 

面  積 375.65㎢ 人  口 418,186人 

世  帯  数 204,735世帯 
 高松市 HPより

（R6.7.1現在） 

 

高松市は、多島美を誇る波静かな瀬戸内海に面し、人々の暮らしや経

済・文化など様々な面において瀬戸内海との深いかかわりの中で、県都

としてまた四国の中枢管理都市として発展を続けてきた、海に開かれた

都市です。 

これまでの 8 回にわたる合併で、北は瀬戸内海から南は徳島県境に至

る海・山・川など恵まれた自然を有する広範な市域の中に、にぎわいの

ある都心やのどかな田園など、都市機能・水・緑がほどよく調和し、豊

かな生活空間を有する都市となっています。 

今後は、人が集い、未来に躍動するまちとして、暮らす人・訪れる人

それぞれがウェルビーイングな心地よさを感じ、国内だけではなく国外

からも認知をされ、注目される世界都市・高松となるよう「人がつどい 
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未来に躍動する 世界都市・高松」を目指して、まちづくりが進められ

ています。 

 

視察内容 

 

スマートシティたかまつ 

 平成 28年 G７香川・高松情報通信大臣会合 

 平成 29年「データ利活用スマートシティ推進事業」採択 

      スマートシティたかまつ推進協議会設立 

 平成 30年 IoT共通プラットフォーム運用開始 

      スマートシティたまかつシンポジウム 2018 

 令和元年 スマートシティたかまつ推進プラン策定 

      スマートシティ高松シンポジウム 2019 

 令和２年 IoT共通プラットフォーム３市町共同利用開始 

      スーパーシティ構想検討開始 

 令和３年 「フリーアドレスシティたかまつ」コンセプト 

      スーパーシティ構想提案 

 令和４年 スマートシティたかまつ推進プラン（新）策定 

      デジタル田園都市国家構想交付金事業（TYPE2 地方創生推進タイプ） 

 「スマートシティたかまつ」プロジェクトの推進 

  1多様な主体の出会いと協働を促進する仕組みづくり 

   協議会運営、産学民官連携の取組、オープンデータの取組 

  2市民ニーズに応じた行政サービスの効率的な提供 

   窓口 DX、キャッシュレス決済、マイナンバーカード 

  3誰もがデジタル社会の恩恵を享受できる環境整備 

   デジタルデバイド対策 

  4持続可能で魅力的なまちづくり 

   放課後ファクトリー、スマート農業 

 IoT共通プラットフォーム（FIWARE） 

地域空間データ基盤（市が所有する道路台帳等のデータをデジタル化、高松市スマー

トマップで公開） 

 マイセーフティマップ（防災情報に特化） 

 

各分野における取組例 

 1防災分野 

 ・リアルタイム情報等（水防計画上の観測地点の水位、潮位） 

 ・避難所使用可否の把握で開設に活用 

 ・職員の災害対応と市民課の災害対応の高度化を図る 

 ・スマホ利用者のいる地点の危険度、近くの避難所への距離など表示 
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 2観光分野 

 ・以前は観光動態を把握できていなかった。レンタサイクルに GPSロガーによるデ

ータ蓄積 

 ・起終点の把握、利用経路・行動範囲の把握、移動時刻・滞在時間の把握 

 ・利用者属性・目的等の把握 

 3福祉分野 

 ・一人暮らしの高齢者の見守り実証実験（香川高専、（株）ミトラとの連携協定） 

 ・センサー技術（バイタル情報、位置情報、加速度情報収集（転倒の有無）） 

  

産学民官連携の仕組み 

 スマートシティたかまつ推進協議会の設立（平成 29年 11月） 

 参加企業 157者 

 スマート農業ワーキンググループ 

 ・農業分野における LPWA（携帯電波を使わない）を活用したシステムの有用性の検

証 

 交通分野ワーキンググループ 

 ・事故情報が高い区域を表示、危険度が高い場所を音声で通知するスマホアプリ 

 ・データ更新の必要があり事業化には至らず 

 位置情報モニタリングを連動したイベント運営（香川大学創造工学部実証実験） 

 

その他の取組 

 フリーアドレスシティたかまつ（FACT）（スーパーシティ構想で検討） 

 ・時間や場所の制約から解放され、デジタルをツールに「ひと」と「ひと」がつなが

ることにより、人間らしく生活するために必要な出会いや交流を生み出すまちの実

現を目指す 

 ・高松市の庁内横断プロジェクトチーム「ダッピー」が継続的に取組む 

 1バタクス 

 ・少ない需要に合わせた持続的な供給を可能とする 

 ・バスの路線のないところに定時定路線で走るタクシー、「いつくるナビ」令和 5年

実証事業タクシーの位置がわかるアプリ 

 2高松版ベース・レジストリ 

 ・インフラ台帳類のデジタル化、オープンデータ化による業務改善と地域サービス創

出 

3放課後 FACT-ory 

・子どもの放課後時間を子どもたちの好奇心で動くことができ、地域の企業・団体を

巻き込み体験・学ぶことができる教育移動を広げ循環する仕組み 

・高校生の動画制作編集能力を取得するワークショップ、企業がサポート、地域で活

躍する人たちとの交流 
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・高校生を中心とした企業訪問動画公開ワークショップ 

・運用は業務委託で行っている。自走化を目指すには寄付や協賛金を集めるスキルが

必要、この事業を進める大きな目標はシビックプライド（自分が住んでいる地域へ

の誇り）の醸成 

・子どもの時から地元の企業、人のつながりを地域で作る。広域連携への横展開を図

る 

4わたしのデジタル財布 

・令和 4年度民間のスマホアプリと連携、インセンティブ利用を構築 

・デジタル商品券、マイナンバーカードと連携 

・レシートデータ活用のワーキンググループ設置予定 

5市民の通報ツール 

・専用アプリから公式 LINEに変更 

6デジタルデバイド対策 

・コミュニティを場としたデジタルデバイド対策、教えられる側が習得することによ

り教える側へと移行 

・デジタルスキルの「シェアリング」をコミュニティが「媒介」 

・スマホ写真講座等 

・デジタルに慣れない利用者に分かりやすい情報集約化とサイト構築 

 

2030年の高松スマートシティ 

人と人がつながることで出会いと交流を生み出すまちを掲げ、市民の暮らしの改善

につながる取組を行う 

高松市デジタル特命チーム「ダッピー」はスーパーシティ構想検討後も継続して活

動 

 

所  感 

 

 防災分野では、国内の中では、比較的災害が少ない地域であり、それがかえって、市

民や職員の災害への意識が低い。これにより様々なデータを一元化することで、データ

の可視化を行っている。具体的には、河川や水路の潮位を水位・潮位センサーでデータ

を収集し、土砂災害危険区域の地図情報、またダムや周辺地域の県防災情報、避難所の

電力使用量や開設状況、避難者情報などの情報を一元的に可視化し、より正確な情報を

収集でき、減災に繋げている。また観光分野においては、市街地は平坦な地域であるこ

とから、自転車の利用がしやすい点にある。これにより、自転車に設置した GPS のデ

ータから、出発や目的地、滞在場所や滞在時間、また利用者の年代や国籍などの情報を

収集、分析して、新たな観光資源の発掘に繋げている。 

スマートシティ化により、自治体や教育機関、そして、民間企業の連携が進み、新た

なビジネスが生まれる可能性が期待されると思う。官民連携により、住民の利便性が向

上するだけでなく、地元企業にもビジネスチャンスが生まれる可能性もあると考える。
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高松市のシステムの形態は汎用的な共通プラットフォームであるが、防災に特化したシ

ステムにするのかなどさまざまなシステムの形態はあると思うがコスト面も含め、本市

と比較すると検討すべき課題や内容は広範囲にわたってくると思う。高齢化による労働

人口の減少傾向が加速しており、デジタル化の促進はこれらの課題を解決するための切

り札になるものと期待され、限られたマンパワーを最大化して、市民サービスの充実を

するためにデータを公共財産として集積・活用していく、こういったスマートシティの

取り組みは今後必要不可欠であると改めて感じた。 

 

 


